金融危機対応としての検討項目

（金融対策チーム試案）



　今後の市場の混乱に備えて、以下の項目について緊急対応の内容及び手順を検討し、確立する。
１．流動性対策
· 日銀の資金供給体制の強化、及び預金準備率引き下げ。
· 国保有（財務省管理）外貨の機動的運用体制確立（外貨準備資金の運用情報開示と積極的活用）。
· 本邦企業の海外市場における資金繰り支援体制の確立（今回の事態に伴う資金繰り不安に対する対策）。
２．信用収縮対策
· 公的金融の拡充（信用保証枠拡充と中小企業金融活性化を企図した公的資金活用）。
· 日銀の適格担保拡充。
· 金融検査マニュアル適正化（査定基準適正化による中小企業金融の円滑化）。
３．株価対策
· 海外利益環流策（基準以上の海外企業からの受取配当非課税など）。
· 空売り規制などを緊急に発動できる市場対策確立（導入の前段階）。
· 現行証券税制（優遇税制）の延長検討。
４．金融システム対策
· 金融機能強化法の復活（預金者保護の観点、2年間の時限措置）。
· 証券金融制度、証券決済制度の強化（レポ市場等の機能回復と強化）。
· 生命保険会社の公的安全網継続（契約者保護の観点、09年3月期限切れ）。
５．その他
· 国内金融機関の米国金融機関等への出資等の監視強化（安易な出資抑制。民間ベースでの対応に限界がある事案であるとの認識）。
· 米国地区連銀の株主（出資者）の調査をはじめ、世界のマネーフロー構造の監視強化。
· 国際会計基準の検討監視強化（時価会計適用等に関する米国の動向注視）。
· ヘッジファンド等、国際的な投機マネーの監視強化と国際的規制の構築（各国への提唱）。
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